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1 ．はじめに

　高度に情報化する社会の中で，ICT（情報通信技術）
は様々な分野で活用されている。博物館1）事業において
も，それは例外ではない。今や博物館事業において，
ICTの活用は不可欠なものだと言われている（石森，
2004）。
　現在，博物館において積極的に取り組まれている ICT

の活用の代表として，デジタルアーカイブ事業が挙げら
れる。デジタルアーカイブ事業とは，博物館が持つ収蔵
品をデジタル画像化し，それを様々な博物館事業に活用
していく活動である。博物館事業はその機能に合わせ四
つに分類される。まず適切な資料を収集する「資料収集」，
次に収集した資料を保管管理する「整理保管」，そして
資料自体を調査し資料関連分野の研究を進める「調査研
究」，そして収集した資料を博物館の調査研究結果とと
もに公開し，一般の学習に役立てる「教育普及」である
（加藤他，2000a）。以前のデジタルアーカイブは博物館
資料の整理保管や調査研究などの博物館の内部業務にお

いて用いられることが中心であった（奥本・加藤，
2007）。しかし現在では，博物館の外部への活動である
教育普及の業務においても，デジタル化されたコンテン
ツは積極的に活用され始めている（デジタルアーカイブ
推進協議会，2005）。
　デジタルアーカイブが教育普及事業に活用されるよう
になった背景には，教育普及事業の重要性の増加と，デ
ジタルアーカイブの教育利用に対する政府の政策が挙げ
られるであろう。
　まず博物館内部では，20世紀に入り教育普及事業の
重要性が増加し，博物館事業の中でも特に重要視される
ようになってきた。教育普及事業の重要性はまず欧米で
注目され（Hursey, 1992; Anderson, 1999），その後日本
の博物館でも中心的な課題として位置付けられるように
なった（日本博物館協会，2000；2003）。
　教育と普及という概念は一般的には区別されて扱われ
ているが，博物館において「教育とは（中略）展示の理
解や鑑賞を手助けし，博物館資料の有効な利用をはかる
ためのもの」（大堀，2000）とされ，博物館資料の外部
への有効利用（普及）とその利用のための支援（教育）
は密接に結びついている。よって博物館教育には展示や
資料公開なども含まれるため，博物館にとって広義の意
味での教育とは社会とかかわる活動全てを指す。現在，

原著論文

博物館におけるデジタル画像の教育普及活用の実情と課題
― ICT機能を活用した博物館学習支援の可能性―

奥本　素子 1）・加藤　浩 1）2）

　日本の博物館，美術館では21世紀に入り，デジタルアーカイブと呼ばれる収蔵品情報のデ
ジタル画像にしてデータベース化する事業が盛んに行われるようになった。デジタルアーカイ
ブを教育普及目的での活用することが注目され始めている。しかしデジタルアーカイブの教育
目的の活用の実態は体系的な調査がなされていない。本論文では，現在の日本の博物館，美術
館がデジタルアーカイブの教育利用に関して，どのような意識を抱いているのか，どのような
活用が行われているかを，インタビューと質問紙調査より分析した。
　その結果，デジタル画像を教育普及事業に活用したいという意識はあり，意識によってデジ
タル画像の公開の方法が異なることが分かった。またデジタル画像を教育に役立てようとする
意識は館種によって差があり，特に科学系の博物館では意識は高く，美術館では意識が低いこ
とが分かった。
　本論文ではこれらの分析を踏まえて，今後は公開の方法，また館種による意識差を解決して
いかなければならないと提案した。

キーワード
博物館教育，学習支援，デジタルアーカイブ，博物館コミュニケーションモデル，
学習者中心学習

　　
1） 総合研究大学院大学
2） メディア教育開発センター



メディア教育研究　第4巻　第1号（2007）

66

博物館は社会への貢献を増すことによって，その存在意
義を高めようとしている（宇治谷，2000）。このような
博物館の教育普及活動の必要性は，博物館学芸員資格授
業の教科書にも明記されており（石森，2004），現在は
博物館学芸員を目指すもの全てが認識する必要があると
考えられている。
　次にデジタルアーカイブが博物館で普及していった背
景には，政府が掲げた「e-Japan戦略」におけるデジタ
ルアーカイブ事業の促進が挙げられる。日本政府は
2001年から，様々な分野のデジタルアーカイブ化を重
点的な施策と定め，博物館等が持つ文化財は積極的なデ
ジタル化が推奨された。特にデジタルアーカイブの教育
利用は重点的政策として掲げられた（デジタルアーカイ
ブ推進協議会，2005）。
　デジタルアーカイブの教育的利用が促進されている反
面，実際の博物館でのデジタル画像の教育利用に関して
は，体系的で詳細な調査は少ない。全国の博物館のデジ
タル化の実態を調査し，デジタルアーカイブ白書を発行
していた，デジタルアーカイブ推進協議会も2005年の
「e-Japan戦略」終了後に解散した。
　筆者らは全国の博物館・美術館にアンケート調査とイ
ンタビュー調査を行うことによって，今まで明らかにさ
れてこなかった博物館における ICTの教育的活用と実態
を明らかにすることを目的とした。調査の結果，デジタ
ルコンテンツを教育目的で活用しようとする意識はある
ものの，ICTを用いたデジタル画像の教育利用はいまだ
盛んではないこと，また館種によって教育活用実態に差
があることが分かった。これらの結果から，本論では今
後 ICTを教育に利用する際の課題を分析し，ICTの持つ
博物館教育への可能性と，現在の課題を克服するための
提案を行う。

2 ．博物館・美術館におけるデジタル画像利用実態調査
2.1　調査概要
2.1.1　質問紙による調査
　筆者らは2006年10月に，全国の博物館・美術館を対
象に「博物館・美術館におけるデジタル画像利用の実態
調査」（以下：デジタル画像利用実態調査）と題し，質
問紙調査を行った。調査対象館は，デジタルアーカイブ
推進協議会のホームページ（http://www.dcaj.org/jdaa/

url/02.html）にホームページアドレスが掲載されている
博物館・美術館の中から，直接メールアドレスが分かっ
た700館，ホームページから直接メールが送れる87館，
Faxが送信できた89館，合計876館である。アンケート
方法はウェブ上に設置した調査票（http://reas2.nime.

ac.jp/cgi-bin/WebObjects/REAS?t=01599）に，情報業務
担当者2），もしくはそれに準ずる責任者に回答しても
らった。有効回答数は242館（回収率28％）であった。
　質問紙では，館の属性に関わる項目（5項目），デジ

タル画像作成目的（7項目），デジタル画像公開の割合（5
項目），デジタル画像作成，公開に関する外部委託の割
合（9項目），デジタル画像に対する意識（20項目），デ
ジタル画像に関する現状（11項目），将来期待している
デジタル画像利用法を尋ねた。詳細な質問項目とその回
答形式に関しては付録1として文末に記述している。
2.1.2　聞き取り調査
　博物館情報デジタル化に関わる，博物館・美術館の情
報業務担当職員（7館7名），デジタルアーカイブ研究者
（5名），関連企業担当者（3社4名）に，半構造化インタ
ビューを行った。また某国立博物館の情報課に，半年に
わたってインターンとして所属し，現場での職員に対す
る聞き取り調査を行った。

2.2　デジタル画像活用意識
　「デジタル画像利用実態調査」によると，デジタル画
像作成の際，教育・啓蒙・社会貢献3）のための利用目的
を重視している，または少し重視しているとする館は合
わせて194館（81％）にのぼった（図1）。
　館内業務である保存・管理に次いで，館外公開のため
の教育普及への関心が高いという結果から，デジタル画
像を用いた教育普及の意識は，確かに存在するといえる。
そこで「デジタル画像利用実態調査」のデータをもとに，
さらに教育活用意識について詳細に分析しようと試み
た。「デジタル画像利用実態調査」ではデジタル画像活
用に関して，20項目の質問で職員の持つデジタル画像
に対する意識を尋ねた。その結果を元に，それぞれの活
用意識の特性と教育活用意識がどのような意識と関連付
けられているのかを探るために，探索的な因子分析（主
因子法，固有値1以上で因子数を決定，プロマックス回
転）を行った。ただし，各項目のうち，因子負荷量が0.35
に届かない8項目は省いて，再度因子分析を行った。主
因子法を用い，因子を抽出した。因子数は固有値1以上
の基準を設け4因子とし，プロマックス回転を行った（表
1）。なお，抽出された因子は4因子で，回転前の4因子
で12項目の全分散を説明する割合は60.7％であった。
　第1因子は，デジタル画像の配布や用途別加工に積極
的な意識と，広報意識やデジタル画像ならではの展示へ
のこだわりなどの意識で構成されている。項目は全て業
務と深く関わっていると考えられるため，デジタル画像
に対する「業務活用意識」と命名した。第2因子は作品
情報の保存や管理にデジタル画像が役立つと考える因子
と考えられ，「管理保存意識」と命名した。第3因子は
公開には積極的で，さらにデジタル画像の公開に伴う来
館者の減少や館内業務以外でのデジタル画像利用への消
極的態度を否定するものであったため，デジタル画像を
公開し，文化資源を一般に還元すべきだという考えが強
い意識だと思われる。そのため「一般公開還元意識」と
命名した。第4因子はデジタル画像が教育に有用だと考
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図1　デジタル画像作成目的重要度

表1　デジタル画像活用意識に関する因子分析結果（斜字はマイナスの因子負荷量の項目）

項目内容 業務活用意識 管理保存意識 一般公開
還元意識

教育分かり
やすさ 意識

画像を印刷会社や関係者，希望者に配布する際，デ
ジタルメディアのほうがポジやネガより簡易に配布
できる

　.83 　.02 －.24 －.17

デジタル画像は用途に応じて加工が出来るので便利
だ

　.57 　.04 　.01 　.02

デジタル画像の館外公開は館の広報に役立つ 　.57 　.04 　.23 －.04

デジタルならではの収蔵品の見せ方というものがあ
る

　.40 －.06 　.14 　.22

デジタル画像入りのデータベースは所蔵作品情報の
管理に役立つ

　.01 　.78 　.05 －.01

デジタルメディアに収蔵品画像を記録・保存してい
くことは収蔵品情報保存のために必要なことだ

　.03 　.75 －.03 －.01

デジタル画像を簡易に館外公開すると来館者数が減
少する

　.11 －.11 －.61 　.25

情報システムは館内業務用の機能を備えれば十分だ 　.02 　.13 －.57 　.02

デジタル画像はなるべく一般公開すべきだ 　.15 －.08 　.51 　.16

データベースの主目的は目録などの文字情報の管理
で，デジタル画像は付加的情報だ

　.11 －.18 －.43 －.02

デジタル画像は時に実物以上に明瞭・鮮やかである
べきだ

－.12 －.03 －.10 　.77

デジタル画像は博物館，美術館の鑑賞教育に役立つ 　.07 　.32 －.04 　.42

因子間相関 業務活用意識 管理保存意識 一般公開
還元意識

教育分かり
やすさ意識

業務活用意識 － 　.48 　.52 　.48

管理保存意識 － 　.30 　.33

一般公開意識 － 　.33
教育分かりやすさ意識 －
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え，分かりやすさのためであれば実物より鮮やかでもか
まわないと考える意識で構成されるため，「教育分かり
やすさ意識」と命名した。
　因子分析により，現在のデジタル画像の活用意識は4
つに分類され，教育活用意識がその中の一つを構成して
いることが分かった。さらに教育活用意識は，分かりや
すさのための加工と深く結び付いていることが分かっ
た。
　因子分析の結果は関係者のコメントとも重なる部分が
あった。まず，おおまかに博物館事業にデジタル画像を
活用したいと考える「業務活用意識」は現場の学芸員の
コメントでも多く言及されていた。例えば，広報用ポス
ターなどを制作する際，「デジタルで（収蔵品画像を）
貸し出すほうが簡易で，印刷会社からも喜ばれる」（博
物館関係者）や，デジタル画像は加工が容易なため，「ポ
スターなどの広報媒体に利用する。」（博物館関係者）や，
「教育普及業務用のワークシートの画像として利用する」
（美術館関係者）場合が多いという。これらの美術館博
物館では，多目的にデジタル画像を利用しようという意
識が高いようである。
　次に「管理保存意識」は，デジタルアーカイブ分野の
研究者からよく聞かれた意見である。デジタルアーカイ
ブ分野の研究者は収蔵品情報を再現性の高い形で保存す
ることによって，収蔵品を適切に管理保存できると考え
ているようである。「100年，1000年持つデジタル画像
を備えていなければデジタルアーカイブと言えない。」
（デジタルアーカイブ研究者），「再現性の高いデジタル
画像は文化遺産足りうる。」（デジタルアーカイブ研究者）
などの意見がでた。情報を管理し，保存していく業務は
博物館業務における，「整理保管」にあたる。しかし，
現場では科学的な分析に耐えうるデジタル画像を作成し
たいという意識はあるものの，現実には余裕がない（美
術館関係者）という声も聞かれた。
　デジタル画像を公開しようとする「一般公開意識」は
博物館・美術館現場の関係者のなかからよく出た意見で
ある。「（美術館という公共施設なので）最終的には公開
を目指している。」（美術館関係者），「デジタル画像を作
成する際，公開できる情報からデータベース化していく」
（デジタルアーカイブ研究者）という声があがった。し
かし一般公開目的の作成の場合，「（ホームページにサム
ネイルで画像を公開する程度なので）現在の画像の質で
必要十分」（美術館関係者），「実際にはあまりこだわっ
ていない」（博物館関係者）というように品質へのこだ
わりは見られなかった。現在，美術館，博物館ではデジ
タル画像を一般公開しようという意識は高いものの，「デ
ジタル画像を公開するページはアクセス数は少ない」（博
物館関係者），「特に館内端末で展示する場合，高精細の
デジタル画像よりも実物を見た方がいい」（美術館関係
者）など，デジタル画像を一般に公開する意義を十分に

把握できていない現状があると考えられる。
　最後の「教育分かりやすさ意識」に関しては，「イタ
リアの教会の壁画をバーチャルリアリティで修復した。
教育のためには見やすく加工してもいいのではないか。」
（メディア教育研究者）という意見が聞かれた。また実
際の博物館でも「一般にデジタル画像を配布する際は屏
風の金色を見やすいように明るく加工している。」といっ
たように，一般鑑賞者のためにデジタル画像を見やすく
加工している例があった。一方で，教育的なデジタル画
像の活用については「教育の専門職員がいないため，ど
う活用していいのか分からない。」（博物館関係者）とい
う意見が多く聞かれた。教育意識は高いものの，実際の
工夫としては画像を明瞭にする程度にしか現在具体的な
意識が存在しないのではないか，と考えられる。

2.3　「教育分かりやすさ意識」と現状の公開との関連性
　因子分析から抽出した「教育分かりやすさ意識」はデ
ジタル画像活用の現状とどのような相関があるのであろ
うか。「教育分かりやすさ意識」が公開の現状とどのよ
うに関連しているのかを探るため，「教育分かりやすさ
意識」の因子得点を用いて，公開の度合い別に分散分析
を行った。アンケートで尋ねた公開の現状は，「館内公
開」，「インターネット公開」，「解説付き公開」，「ズーム，
3Dなどのウェブならではのインタラクティブ機能付き
公開」，「データベース公開」であり，公開の度合いは，
「はい」，「一部のみ」，「いいえ」で回答してもらった。
　その結果，「教育分かりやすさ意識」が公開の割合に
影響を与えていると思われる項目は，「インターネット
公開」（F（2, 239）＝5.21，p.＜.01），「解説付き公開」（F（2, 
239）＝7.85，p.＜.001），「インタラクティブ機能付き公開」
（F（2, 239）＝6.41，p.＜.01）の 3項目であった。どの項
目も，公開を度合いが大きいほど，教育分かりやすさ意
識の因子得点が高い結果になっている。ここから，デジ
タル画像を教育に活用しようと考えている博物館は，実
際には「インターネット公開」，「解説付き公開」，「イン
タラクティブ機能付加」を重視していると考えられる。
　まず，デジタル画像公開媒体と教育普及意識の関連で
あるが，そもそも博物館によるデジタル画像公開は，館
内公開よりもインターネット公開の割合が高い（図2）。
館内端末での公開を考えた場合，過去の事例を照らし合
わせるとハイビジョンモニタやPDAなどの特殊端末を
用意する必要性が出てくる（奥本・加藤，2007）。特殊
な館内端末を利用することは，財政や管理の面から，多
くの美術館，博物館にとって敷居が高いことが予想され
る。実際に館内端末を利用している博物館をインタ
ビューすると，「設備投資費用や管理費用が高額にもか
かわらず，柔軟性もなく，来館者の視聴率も悪いため，
今後は利用を見直す」（博物館関係者）という意見も聞
かれた。
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　一方でインターネット公開は半数以上の館で採用され
ており，簡便な公開手段として今後のデジタル画像公開
の主流になっていくであろう。だが教育目的でインター
ネット上にデジタル画像を公開する場合，教育目的に
適ったインタフェースや情報が必要だと考えられる。「デ
ジタル画像利用実態調査」によると，現段階では実際に
ウェブページに閲覧者の教育啓もうを目的としたページ
を作っている館は，全体の32％に当たる78館のみであっ
た。インターネット上で公開する際，教育的公開のイン
タフェースをどう工夫するかは今後の重要な課題となっ
ていくであろう。
　また，インターネット公開以外に教育意識と深く結び
付いている，「解説付き公開」と「インタラクティブ機
能付き公開」がある。これらはデジタル画像公開の際の
付加情報である。教育意識が高い館は，解説や，インタ
ラクティブ機能などが教育に必要な付加情報だと考えて
いるといえよう。
　実際の公開の割合を見てみると，解説付きは6割程度
の公開がなされているが，インタラクティブな機能に関
してはまだ1割強の公開率しかないため，実際にはデジ
タル画像に解説を付けることが現在の一般的な教育的公
開のようだ（図3）。
　デジタル画像の付加情報が一方通行的な解説のみであ
る背景には，前述したように情報業務と教育業務を兼任
できる職員がいないため，教育工学的工夫を行う術が分

からないからだと考えられる。実際に，日本では教育業
務専門職員の制度がないため（岩崎ほか，2002），教育
普及活動に取り組む難しさが言われている。さらに情報
業務専門職員も少ないため（デジタルアーカイブ白書  

2004），ICT機能を活用した公開を実行するのも難しい
と考えられる。そのため，現状では教育用ウェブページ
やインタラクティブ機能の追加などのデジタルコンテン
ツ公開に際する教育的工夫が普及していないのではない
かと思われる。
　デジタルコンテンツを博物館教育に有効的に利用する
ためには，教育工学的見地から，何らかの示唆を提案す
る必要があるだろう。

2.4　デジタル画像による教育と館種による関連性
　デジタル画像が教育的に利用できると考えている「教
育分かりやすさ意識」の因子得点を館種別に分散分析を
行ってみると，有意傾向が見られた（F（4, 237）＝7.85，
p.＜.1）。他の意識に関しては，館種による違いは明らか
にならなかったため，教育意識に関してのみ，館種によ
る違いが反映しているのではないかと考えられる。
　実際に因子得点の平均をグラフにしてみると，科学・
自然史系の理系博物館と歴史系に代表される人文系博物
館では教育意識が高いものの，総合博物館や美術館では
意識が低いことが分かった（図4）。

　実際にデジタル画像を教育目的で利用に関しても，館
種によって差があり（F（4, 237）＝2.58，p.＜.05），科学・
自然史系の博物館が最も重視しており，美術館が最も重
視していないことが分かった（図5）。多重比較では科学・
自然史系の博物館と美術館との平均値の差には有意傾向
が見られた。
　科学・自然史博物館は，教育意識に関連するインター
ネット公開や解説付き公開の割合も一番高く，美術館は
一番低くなっている（図6・7）。
　様々な調査で，理系博物館は教育普及活動に熱心であ
る一方，美術館は教育普及活動には熱心でないことが言

図2　館内公開とネット公開の割合

図3　解説付き・インタラクティブ機能付き公開の割合

図4　館種別教育分かりやすさ因子得点
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われている（Hooper-Greenhill  1991，第一生命経済研
究所，2006）。今回の調査でも，その傾向が明らかになっ
た。

3 ． 今後の博物館におけるデジタル画像の教育利用の在
り方についての提言

　2006年度に行った全国的な「デジタル画像利用実態
調査」により，我が国での博物館におけるデジタル画像
利用とその教育的活用の現状が明らかになった。それに
よると，教育意識というものは存在し，目的意識も高い
が，実際に教育的工夫を施している博物館の割合は低い
ことが分かった。
　今後のデジタルコンテンツを利用した有効的な教育普
及活動を考える際，教育普及の重要性，さらにどのよう
な学習支援を行っていけは博物館学習を促進していくの
か，を把握する必要があるだろう。またさらに，なぜ館
種によって教育意識に差があるのか，さらに教育意識が
低く，教育的公開率が低い美術館にはその弊害がないの
か，という問題を探っていかなければならないだろう。
　まずインタビューにより，現場で人材が不足している
ため，デジタル画像を公開する際の教育的工夫が不足し
ていることが示唆された。実際に，デジタルアーカイブ
における専門職員がいない館が全体の18.1％，学芸員が
兼務している館が全体の74.8％にのぼり（デジタルアー
カイブ推進協議会　2004），多くの館が少人数の学芸員
で情報業務を担当している事実がある。博物館法で定め
る学芸員課程には現在専門的なデジタルアーカイブの科
目を履修する必要はなく，多くの職員が情報技術を習得
していないまま，情報業務を担当していると考えられる。
実際にインタビューを行った現場の情報業務担当職員の
7名中6名が情報技術や工学的なバックグラウンドがな
かった。今後，博物館においてデジタル画像をはじめと
するデジタルコンテンツを作成，活用する際，人的資源
の確保という問題は重要になってくるであろう。
　また，理系博物館が教育普及に熱心で，美術館では普
及活動が盛んにならない理由も考えていかなければなら
ない。美術館学の専門家である井手（1993）は「これか
らの美術館のキーワードは『教育活動』にある，と私は
思うし，時代もその通りに流れてきている」と述べてい
る。にもかかわらず，美術館では教育活動が盛んではな
かった理由としては，美術館の展示資料は解釈に多様性
があり，教育者が学習者に何かを教える一方通行的な教
育活動が難しいと考えられてきたことが挙げられる
（Knez & Wright, 1970）。また，美術館の来館者層は他館
種に比べ低年層が少なく，博物館の教育活動が子供向け
の活動だと考えられていた時代にはあまり顧みられるこ
とが少なかった。
　だが，最近の博物館教育の文脈では，解釈の多様性に
対応する，新たな博物館学習観が生まれ始めている。展
示資料の解釈は展示を構成する学芸員（展示者）側のみ
にあるわけではなく，来館者一人一人が個人的な知識や

図5　館種別教育普及目的を重視する割合

図6　館種別インターネット公開の割合

図7　館種別解説付き公開の割合
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感覚を使って解釈するものである，ということが最近の
来館者研究により，指摘され始めている。博物館の学習
モデルも一方通行的な伝達モデルから，来館者（学習者）
中心の学習モデルが提唱されるようになってきた。Falk 

& Dierking（2000）は博物館での体験とは学習者の個人
的文脈，展示やその時の肉体的疲労などの物理的な文脈，
そして誰と来たかなどの社会文化的文脈の3文脈に加え，
それらが複合的に重なった過去の体験の蓄積によって構
成されると考えた。またHein（1999）は，博物館の知
識は事前に存在するのではなく，博物館来館者自身が構
成していくものだと考え，構成主義博物館モデルを打ち
立てた。このような新たな学習者中心学習モデルにより，
博物館教育の活動自体も，一方通行的な伝達ではなく，
来館者の主体的な学習を支援する学習支援に移行してい
かなければならない，と考えられるようになった（久留
島，2004；小島，2006）。
　また，従来，博物館教育の対象とされてきた子供だけ
でなく，より多くの学習者の存在も明らかになっており，
来館者の年齢層が高い美術館でも教育活動の必要性が言
われるようになってきた（Eskridge 2003, Housen 1999）。
　現状では美術館，博物館の情報提供が画像に解説を付
ける形の一方通行的な教育になっている。だが，デジタ
ルコンテンツを利用した ICTの可能性を活用していく
と，美術館教育が抱えていた解釈の多様性，教育活動対
象者の多様性に対応できると考えられる。
　博物館における ICTの可能性は加藤ら（2000）による
と，インタラクティブ機能，バーチャル機能，パーソナ
ル機能に分かれるとされている。
　インタラクティブ機能を利用すれば，学習者は従来の
一方通行的な情報享受ではなく，自分から必要な情報を
主体的に収集することができる。博物館の展示資料とは，
その背景に複雑な意味を背負っている。それらの情報を
自分の興味や関心に従って収集することで，さらに学習
者中心の学習が促進されると考えられている。
　また，通常とは異なった鑑賞の可能性（例：拡大・3
次元回転）が広げるバーチャル機能は展示資料への新た
な見方が生まれると言われている。この機能は，資料作
品を保存したい博物館側と，より詳細に展示を鑑賞した
い観客双方の意向を適えている。また操作性が高いこと
は，特に子供の学習意欲を上げるのに効果があると言わ
れている（コールトン，2000; Lindgren-Streicher & Reich, 

2006）。
　パーソナル機能を利用すれば，ユビキタスに情報を手
に入れることができ，またそれを個人用として編集する
こともできる。パーソナル機能が持つ遍在性を利用すれ
ば，博物館学習が博物館訪問の単発な学習活動に終始す
ることなく，継続的な学習が行える可能性が考えられる。
継続的な学習は，Long-term Learningとして現在博物館
学習の中で注目されている（Falk & Dierking, 1995 Hein, 

1996）。博物館での学習は単発になりがちだが，博物館
リテラシーを備えた博物館学習上級者は継続して学習す
ることで学習効果を上げているという（Falk & Dierking, 

2000）。博物館非来館理由の上位には，必ず時間的制約，
距離的制約のために博物館を訪れることができない，と
いう回答が多い（ライフデザイン研究所，1993）。その
ような物理的制約のために継続学習を来館者が行えてい
ないとしたら，マルチメディアの持つパーソナル機能は
博物館学習に有効に働くと考えられる。
　筆者らはこの3つの可能性に加え，現在の ICTには
フォーラム機能というものがあり，来館者自身が情報提
供者として博物館のバーチャルコミュニティに参加した
り，来館者同士で意見を交換したりと，横の繋がりによ
る学習支援の可能性がある，と考えた。フォーラム機能
は，昨今大いに注目を浴びており，様々な実践がなされ
ている（Sayre & Wetterlund, 2002他）。また，協調的に
学習する効果に関しては，多くの研究で効果が明らかに
なっている（三宅，2003）。これら ICTの4機能は様々
な点で学習者中心の学習を支援する可能性があると思わ
れる（図8）。
　前述したように，現在の博物館における ICTによる学
習支援は，ICTの機能を最大限に活用しているとは言い
難い。だが ICT機能を十分に理解し活用すれば，一方通
行的ではない学習者中心の学習支援が行えると考えられ
る。そうすれば，今まで学習支援を行ってこなかった美
術館のような館においても教育活動が可能になると思わ
れる。
　しかしながら，アメリカの先行研究では，成人の観客
はインタラクティブな機能より，一方通行的に解説をす
るテレビ的な解説の方を好むという結果が出ている
（Vergo et al., 2001）。また協調的ウェブ学習を学習者は
好まず，作品鑑賞とは直接関係のないゲームやシミュ
レーションといったコンテンツは，子供には好まれるが，
成人の観客にはあまり好まれないという結果も出ている
（Lindgren-Streicher and Reich, 2006）。
　博物館教育は学習者の展示理解能力の多様性，学習目

図8　学習者中心 ICT活用図
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標の多様性の観点から，単純にフォーマル学習の学習手
法を取り入れても成功しない部分がある（奥本，2005）。
今後は博物館における学習理論にのっとった，学習者中
心の ICT活用の在り方というのを模索する必要があるだ
ろう。

注
1）本論で扱う博物館とは，ICOM（国際博物館会議）によっ
て定義された以下のような施設を指す。「博物館とは社
会とその発展に寄与し，公衆に開かれた，非営利の永続
的機関である。博物館では研究，教育，余暇のため，人々
とその環境に関わる物質的資料を収集，保管，調査，普
及，公開する。（訳：奥本）」

2）現在，日本の博物館において，博物館における学芸事業
を請け負う専任学芸員数は，登録博物館と博物館相当施
設では1館あたり2.87人，博物館類似施設では0.35人で，
博物館全体で0.88人である。兼任や非常勤の学芸員を加
えると，博物館全体で1.18人になるが，日本の博物館の
7割が専任の館長を置いていないことも考慮すると，博
物館学芸活動において決定権を持つ学芸員の意識が直接
的に館運営に反映されていると考えられる（文部科学
省  2002）。また，博物館情報に関わる職員に関しても，
デジタルアーカイブにおける専門職員がいない館が全体
の18.1％，学芸員が兼務している館が全体の74.8％にの
ぼり（デジタルアーカイブ推進協議会  2004），結局多
くの館が少人数の学芸員で情報業務を担当していると考
えられ，館のポリシーは彼らの意識を直接反映している
のではないかと考えられる。よって，現時点で聞き取り
調査対象者，アンケート調査対象者を情報業務担当者の
みに限っても，十分に現状を反映した妥当な調査が可能
だと判断した。

3）質問項目で，教育目的と啓蒙目的と社会貢献目的を同等
に扱ったのは，前述したように博物館では収蔵資料の外
部への有効利用と，利用の啓蒙と促進が同一視されてい
るからである。

4）一方通行的な博物館教育モデルは多々あるが，今回は博
物館伝達モデル基礎となるCameronモデルを参考として
紹介した。
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（資料1　アンケート本文）
　デジタル画像作成の目的についてお尋ねします。4段
階評価で，該当数字を選択してください。〔4：とても重
視  3：少し重視  2：あまり重視していない  1：全然
重視していない〕
（1）　収蔵品情報の長期保存
　　 4　3　2　1
（2）　収蔵品情報の電子的な管理
　　 4　3　2　1
（3）　収蔵品情報のオンライン上での公開
　　 4　3　2　1
（4）　収蔵品情報の商業的利用
　　 4　3　2　1
（5）　 画像の電子媒体による配布（希望者や印刷会社な

どへ）
　　 4　3　2　1
（6）　教育・啓蒙・社会貢献のための利用
　　 4　3　2　1
（7）　館内端末での展示
　　 4　3　2　1

　デジタル画像の公開についてお聞きします。
（1）　デジタル画像を館内で公開している
　　 はい　一部のみ　いいえ
（2）　デジタル画像をインターネットで公開している
　　 はい　一部のみ　   いいえ
（3）　解説と共に公開している
　　 はい　一部のみ　   いいえ
（4）　 ズームや3D機能などのウェッブならではの機能と

共に公開している
　　 はい　一部のみ　   いいえ
（5）　収蔵品データベースの中で公開している
　　 はい　一部のみ　   いいえ

　デジタル画像に関する意識についてお尋ねします。4
段階評価で，該当数字を選択してください。〔4：そう思
う  3：ややそう思う  2：ややそう思わない  1：そう
思わない〕
（1）　 デジタルメディアに収蔵品画像を記録・保存して

いくことは収蔵品情報保存のために必要なことだ
　　 4　3　2　1
（2）　 デジタル画像入りのデータベースは所蔵作品情報

の管理に役立つ
　　 4　3　2　1
（3）　計画的に収蔵品のデジタル化を行っている
　　 4　3　2　1
（4）　 デジタル画像は博物館，美術館の鑑賞教育に役立

つ
　　 4　3　2　1
（5）　 デジタル画像は時に実物以上に明瞭・鮮やかであ

るべきだ
　　 4　3　2　1
（6）　 デジタル画像を簡易に館外公開すると来館者数が

減少する
　　 4　3　2　1
（7）　 データベースの主目的は目録などの文字情報の管

理で，デジタル画像は付加的情報だ
　　 4　3　2　1
（8）　デジタル画像を商業的に活用したい
　　 4　3　2　1
（9）　デジタル画像の色の再現性は重要だ
　　 4　3　2　1
（10）　 現在のデジタル画像を長期的に保管していきた

い
　　　 4　3　2　1
（11）　 分かりやすく伝えるために電子画像は加工して

もいい
　　　 4　3　2　1
（12）　現在のデジタル画像に満足している
　　　 4　3　2　1



メディア教育研究　第4巻　第1号（2007）

74

（13）　デジタル画像はなるべく一般公開すべきだ
　　　 4　3　2　1
（14）　 画像を使って収蔵品の事を説明した方が利用者

は理解しやすい
　　　 4　3　2　1
（15）　 情報システムは館内業務用の機能を備えれば十

分だ
　　　 4　3　2　1
（16）　 デジタル画像は用途に応じて加工が出来るので

便利だ
　　　 4　3　2　1
（17）　デジタル画像の館外公開は館の広報に役立つ
　　　 4　3　2　1
（18）　デジタル画像の解像度が高いことは重要だ
　　　 4　3　2　1
（19）　 画像を印刷会社や関係者，希望者に配布する際，

デジタルメディアのほうがポジやネガより簡易
に配布できる

　　　 4　3　2　1
（20）　 デジタルならではの収蔵品の見せ方というもの

がある
　　　 4　3　2　1

　実際のデジタル画像の作成，活用の現状をお答えくだ
さい。
（1）　 再現性の高いデジタル画像を作成するために工夫

している
　　 はい　どちらとも言えない　いいえ
（2）　 デジタル画像の最終確認は学芸員が行っている
　　 はい　どちらとも言えない　いいえ
（3）　 カラーチャート，グレースケールを入れて撮影し

ている
　　 はい　どちらとも言えない　いいえ
（4）　デジタル画像は長期保存用に作成されている
　　 はい　どちらとも言えない　いいえ

（5）　 測色系を使ったり特殊な撮影機械を使ったりして
科学的にデジタル画像を作成している

　　 はい　どちらとも言えない　いいえ
（6）　 Webページに閲覧者の教育・啓蒙を目的としたコー

ナーがある
　　 はい　どちらとも言えない　いいえ
（7）　 収蔵品画像のデジタル化は大量の画像を短期間で

デジタル化しなくてはならない
　　 はい　どちらとも言えない　いいえ
（8）　館内端末を使ってデジタル画像を展示している
　　 はい　どちらとも言えない　いいえ
（9）　 デジタル画像は必要に応じてそのつど作成してい

る
　　 はい　どちらとも言えない　いいえ
（10）　 一般公開の為に分かりやすい情報検索画面を作

成している
　　　はい　どちらとも言えない　いいえ
（11）　 デジタル画像は館内で職員が閲覧するために作

成されており，公開目的ではない
　　　はい　どちらとも言えない　いいえ
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The survey and analysis of present situation to use digital images
for museum education in Japan

Motoko Okumoto1）・Hiroshi Kato1）2）

　Digital Archives which are digital databases of museum collection images have been 
currently established by many museums in Japan. Such digital archives are expected to be 
used for museum education and audience development. However, how to use digital archives 
among Japanese museums has not been researched circumstantially yet. We interviewed 
some people involved in digital archives and sent out questionnaires to museums around 
Japan. In this paper, it is shown what museum staff considers about educational uses of digital 
archives and how they use them through analysis of this data.
　Results show that museum staff members are more likely to use digital archives for their 
educational projects and also show how to exhibit depending on their purposes. The 
educational uses of digital archives are varied by museum types. Generally, compared with 
art museum staff, science museum staff shows more interest in educational uses.
　Through these analyses, this paper proposes that the difference of educational approaches 
between museums should be solved. In addition, in order to encourage educational uses, a 
strategy for using this in conjunction with digital archives should be considered.

Keywords
Museum Education, Learning Support, Digital Archive, Museum Communication Model, 
Learner-centered Learning
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